
　 年度）福山市の給与・定員管理等について

１　総括
 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費（事業費支弁職員を含む）の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数については2022年(令和4年)4月1日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員、再任用職員（短時間勤務）

　　　　　及び会計年度任用職員を含みません。

      ３　給与費については任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれていますが、

      　　会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

 (3) ラスパイレス指数の状況

    （注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員

　　　　　　数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月

　　　　　　額を100として計算した指数です。

    （注）２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、

　　　　　　地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて

　　　　　　補正したラスパイレス指数です。

　　　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）

　　　　　　により算出します。）　

    （注）３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　※2023年(令和5年)4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、

　　②3年連続で上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

③ラスパイレス指数が100を超えている理由について

　・優秀な人材を確保するため、広島県に準じ初任給基準を国より4号上位に位置付けているため。

　・中長期視点に立った人事管理の観点から、若手職員を上位の職に積極的に登用しているため。

年度（令和

2,735 人 1,785,912 千円
2022年度

2023

(令和4年度)

歳 出 額
Ａ

住民基本台帳人口

職員手当

213,823,764千円

9,984,453 千円

　　　計　　　Ｂ給　 料

3,879,396 千円

類似団体平均一人当たり

5,722 千円

期末・勤勉手当

12.3%

一人当たり給与費

6,293 千円

（2023年（令和5年）１月１日現在）

26,308,531千円4,521,690千円

（参考）

の人件費率

人件費率人 件 費

13.4%460,684人

区　　分

(令和4年度)

区　　分

15,649,761 千円

給                      与                     費

実質収支
Ｂ Ｂ／Ａ　　　

職員数
Ａ

2022年度

給与費Ｂ／Ａ
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 (4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について
【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均2％の引下げ及び地域手当の支給割合の

　見直し等を実施。

　　①給料表の見直し

　　　[　実施　未実施　]

　実施内容(平均引下げ率、実施時期、経過措置の有無等具体的な内容)

(給料表の改定実施時期)　2015年(平成27年)4月1日

(内容) 　一般職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均2%引下げ。

　　 　　他の給料表については、一般職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

　　②その他の見直し内容

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。(2015年(平成27年)4月1日

　実施)

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

①一般行政職

    （注）  該当する職員がいない場合、またはデータがない場合は「－」で表示しています。

②技能労務職 （民間：賃金構造基本統計調査）

317,700円

平均給料月額

406,844円

福山市

広島県

平均給与月額平均年齢

327,322円43.3歳

類似団体

42.4歳

40.9歳

平均給与月額
（国比較ベース）

区分

365,471円

国

388,046円 340,917円

363,483円

404,015円

318,629円42.1歳 414,556円

－322,487円

　　(注)　公務員は、会計年度任用職員等非正規職員を含まず、民間は、アルバイト等非正規社員を含む賃金構造基本統計調査
　　　　　に基づく数値であり、業務内容、雇用形態、平均経験年数等において、公務員と完全に一致しているものではありません。
　　　　　よって、参考として、市職員（公務員）に会計年度任用職員を含む場合の比較（ａ／Ｂ、ｃ／Ｄ）を掲載します。

（2023年（令和5年）4月１日現在）

平均給与
月額（ａ）

ａ／Ｂ

－ -

277,320円 0.89

215,536円 0.89

223,716円 0.93

- -

-

- -

- -

- -

263,313円

281,270円

廃棄物処理業

304,366円

公　　務　　員

348,462円

271,600円

322,800円

職員数

343人

平均年齢

44.0歳

40.3歳

292,400円

平均給料
月額

49.4歳 73人

262,500円

-

-

--

286,942円

-

---

-

--

Ａ／Ｂ

-

1.12

315,285円

241,400円

平均給与
月額（Ａ）

336,570円

平均給与月額
（国比較ベース）

- -

310,800円47.3歳

- -

45.8歳 1.19

1.12

-

241,700円49.1歳

民　　　　間

対応する民間
の類似職種

平均給与
月額（Ｂ）

飲食物調理従事者
他に分類されない運搬・清
掃・包装等従事者

349,871円 -

-

-

平均年齢

1.05

1.33

329,178円

-

-

3,253,900円

-

-

会計年度任用職員を含む場合

1.07

うち学校給食員

うち清掃職員

福山市 －

参　　　　　　　考

319,196円

1.46

4,493,645円

3,330,206円

－

8人

189人

-

年収ベース（試算値）の比較

4,321,100円

4,619,228円 3,173,600円

5,729,044円

-

1.04

-

5,087,320円

50.8歳

-

-

-

- -

Ｃ／Ｄ

－

-

43.2歳

-

155人 -

- -

61.0歳

306,434円

乗用自動車運転者（タク
シー運転者を除く）

区　　　　分

福山市

うち清掃職員

うち学校給食員

293,200円

106人

320,107円

類似団体

広島県

うち用務員

うち自動車運転手

-375,461円

287,694円

271,188円

区　　　　分

-国 51.2歳 1,941人

その他

公務員に会計年度任用職員を含
む場合

参　考

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ）
公務員（ｃ） ｃ／Ｄ

3,471,866円

-

--5,142,184円その他

1.32

-うち自動車運転手 -

うち用務員 4,284,756円
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③教育職（高等学校）

 (2) 職員の初任給の状況

円 円 円

円 円 円

円 円 円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況

（注）１　「福山市一般職員の給与に関する条例」に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

234,400円

主査の職務

410,200円

527,500円

266,000円 381,000円

課長補佐又は専門員の職務

8.0%課長、主幹又は委員会等の事務局の長の職務

12.4%

区分

411,115円

技能労務職

広島県

類似団体

一般行政職

福山市

436,509円

158,900

福山市

平均年齢

191,700

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

362,900円

技能労務職

13.8% 198,500円

150,100円

304,200円

319,200円

247,600円

4　　級

3　　級

230 人2　　級

2.4%

350,000円

444,900円

40 人

290,700円

468,600円

458,400円

408,100円

393,000円担当次長、次長又は調整員の職務

上級職員の職務

高　校　卒 328,900

区　　分

1　　級

一般行政職
大　学　卒

- 323,960

363,615

133 人

311 人

7 人

18.7%

30.0%主任職員の職務

206 人

局長、参事又は教育次長の職務

387,655

職員数

185,200

国

498 人

構成比

362,840

12.3%

342,200

標準的な職務内容

217,225

中　学　卒

308,283

205 人

447,103円

高　校　卒 315,720

410,774380,875

職員の職務

372,800

365,625

194,293

経験年数30年

広島県

161,500

161,168

386,200円

平均給料月額 平均給与月額

381,556円

373,806円

区　　　分

区　　　         分

大　学　卒

50.4歳

44.2歳

（注）1　「平均給料月額」とは、2023年（令和5年）4月1日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。
　　　2　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を
　　　　除いたもの）で算出しています。
　　　3　「年収ベースの比較」の「公務員（Ｃ）」と「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、
　　　　公務員においては前年度に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

46.3歳

154,600

経験年数20年経験年数10年

-

高　校　卒

223,300

265,613

-

経験年数25年

高　校　卒

1.9%

9　　級

5　　級

7　　級

31 人8　　級

0.5%

部長、参与又は議会事務局の長の職務

6　　級

（2023年（令和5年）4月１日現在）

（2023年（令和5年）4月１日現在）

（2023年（令和5年）4月１日現在）
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(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））

(3) 昇給への人事評価の活用状況（一般行政職）（福山市）

○

昇給可能な区分

管理職員

昇給可能な区分 昇給実績がある区分活用している昇給区分

〇上位、標準、下位の区分

標準、下位の区分

イ　人事評価を活用している

令和５年度中における運用

活用予定時期

標準の区分のみ（一律）

上位、標準の区分

ロ　人事評価を活用していない

○

一般職員

昇給実績がある区分

○

１級 12.3% １級 12.7% １級 15.9%

２級 13.8% ２級 14.4%

２級 19.0%

３級 30.0% ３級 28.5% ３級 16.6%

４級 12.4% ４級 12.5%
４級 14.6%

５級 18.7% ５級 18.8% ５級 19.2%

６級 2.4% ６級 2.8% ６級 4.1%

７級 8.0% ７級 8.2% ７級 8.1%
８級 1.9% ８級 1.8% ８級 2.1%
９級 0.5% ９級 0.3% ９級 0.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2023年(令和5年)の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

（2023年（令和5年）4月１日現在）
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４　職員の手当の状況
 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・職務の級による加算　5%～20% ・役職加算　5%～20% ・役職加算　5%～20%

・管理職加算　5%～25% ・管理職加算　10%～25%

（注）・(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

(2)勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（福山市）

(3) 退職手当

（支給率） 　　自己都合 応募認定・定年 （支給率） 　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置として、2％～45％を加算 　定年前早期退職特例措置として、2％～45％を加算

（退職時特別昇給　　　　　　　　なし　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円

 (4) 地域手当
千円

円

％ 人

％ 人

％ 人

〇

1,432千円

支給可能な成績率

一般職員

支給実績がある成績率

(1.35)

－

(0.95)

2.40

活用予定時期

広　　　　　　　　島　　　　　　　　県福　　　　　　　　山　　　　　　　　市

１人当たり平均支給年額

東京都特別区

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、2022年度（令和4年度）に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

支給可能な成績率

令和５年度中における運用

20.0

2.00

1,608千円

(1.35)

国

職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.00

(1.35)

支給実績がある成績率

○

イ　人事評価を活用している

上位、標準の成績率

○

2.40

上位、標準、下位の成績率

管理職員

○

2.00

％

16.0

19.6695

標準の成績率のみ（一律）

支給対象職員数

10.0

13,807

20.0

広島市

4

％7

医師

支給対象地域

47.709

39.7575

28.0395

ロ　人事評価を実施していない

標準、下位の成績率

13,064支給実績

47.709

47.709

国の制度（支給率）

28.0395

10.0

支給率

39.7575

33.27075

福　　　　　　　　　　山　　　　　　　　　　　市

24.586875

国

2.40

活用している成績率

24.586875

(0.95)

33.27075

7

％

(0.95)

47.709

47.709

16.0

19.6695

725,772

47.709

（2022年度（令和4年度）） （2022年度（令和4年度））

2022年度（令和4年度）支給割合 2022年度（令和4年度）支給割合 2022年度（令和4年度）支給割合

（2023年（令和5年）4月１日現在）
（2022年度（令和4年度）決算）

（2022年度（令和4年度）決算）

（2023年（令和5年）4月１日現在）
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 (5) 特殊勤務手当
千円

円

　％

2,000円／件
- 

470千円

手当の種類（手当数）

教務その他の教育に関する業務
についての連絡調整及び指導助
言の業務

狂犬病の予防等の業務
動物の愛護、保護又は抑留の業
務
と畜場法第14条の規定による検
査の業務

500円／件

500円／日

3,939千円

1,800円／日

200円／日

非常災害時等の緊急業務

非常災害時
　8,000円／日
救急の業務
　7,500円／日
緊急の補導
　7,500円／日

7,368千円

5,100円／日

1,021千円

犬、ねこ等の死体を処理する作業
に従事する職員

防疫等作業に従事する職
員の特殊勤務手当

市税等の徴収に従事する
職員の特殊勤務手当

2,927千円

手当の名称 主な支給対象業務

22,271

主な支給対象職員

新型コロナウイルス感染症から
市民の生命及び健康を保護する
ために緊急に行われた措置に係
る作業

3,000円／日
患者若しくは疑
いのある者の身
体に接触又は長
時間にわたり接
して行う作業
4,000円／日

268千円

500円／日

死亡人の取扱の業務

500円／件

職員全体に占める手当支給職員の割合

行旅病人及び死亡人を取り
扱う職員の特殊勤務手当

左記職員に
対する支給単価

防疫等作業に従事する職員

16種類

7.9

生活保護の業務に従事す
る職員の特殊勤務手当

教員等の特殊勤務手当

犬、ねこ等の死体を処理
する職員の特殊勤務手当

建設工事等に従事する職員

感染症患者に対する対応業務

　1,200円／回
深夜の場合
　1,500円／回

建設機械にとう乗する職
員の特殊勤務手当

食肉センターの業務に従事
する職員の特殊勤務手当

建設機械とう乗業務

防災業務に従事する職員
の特殊勤務手当

食肉センターに勤務する職員

教育業務連絡指導職員の
特殊勤務手当

部活動で週休日、休日等又は休日
等に当たる日以外の正規の勤務時
間が４時間である日に行うもの

部活動で週休日、休日等又は休日
等に当たる日以外の正規の勤務時
間が２時間以上４時間未満である
日に行うもの

食肉センターの業務

支給実績

500円／日

7,560

支給実績

１人当たり平均支給年額

保健所の業務に従事する職員

3,600円／日

修学旅行等において泊を伴うもの

犬、ねこ等の死体の処理作業

行旅病人の救護業務

10,000円／件

高等学校に所属する教諭等
小学校又は中学校に所属する養護
教諭又は学校相談員

生活保護法に規定する保護措置
業務

生活保護の業務に従事する職員

行旅病人及行旅死亡人取扱法に規
定する業務に従事する職員

5,701千円

保健所の業務に従事する
職員の特殊勤務手当

- 

対外運動競技等において泊を伴
うもの又は週休日若しくは休日
等に行うもの

200円／日

317千円

5,100円／日

高等学校に所属する指導教諭、教
諭又は養護教諭のうち、教務その
他の教育に関する業務についての
連絡調整及び指導助言の職務を担
当する主任等

職員の正規の勤務時間外に水防
本部長又は災害対策本部長の非
常招集に応じて勤務したとき

500円／日

90千円

防災業務に従事する職員

市税等の徴収に従事する職員
市税、国保税、税外収入金の徴
収業務

2022年度
(令和4年度)

- 

（2023年（令和5年）4月１日現在）
（2022年度（令和4年度）決算）

（2022年度（令和4年度）決算）

（2022年（令和4年）４月）
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 (6) 時間外勤務手当
千円

円

千円

円

（注）　1　休日勤務手当及び夜間勤務手当を含んだ金額です。

　　　　2　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績(2022年度(令和4年度)決算)」と同じ年度の

　　 　　　4月1日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）であり、

　　　　　 短時間勤務職員を含みます。

(7) その他の手当

・

管理職手当

住居手当

高所・坑内で作業する職員

通勤手当

（１）配偶者・父母等 

手　当　名

扶養手当

学校に勤務する養護教諭又は学校
相談員

325,837

支給実績

3,500円

・交通機関利用者
　　　　 6箇月定期券相当額

一部異なる

（２）子

管理職員が、緊急等の業務
をした場合に勤務日、勤務
時間に応じ2,000円～12,000
円の範囲内で支給

異なる

・貸家等を借受け、14,000円
を超える家賃を支払っている
職員（限度額）　　 28,000円

・行政職俸給表（一）
 46,300円～139,300円

管理職員に対し、55,000円
～120,000円の範囲内で支

給

98,578

165,374 908,650

77,686

千円

千円

千円

230,574

（３）扶養親族のうち16歳から
22歳までの子（加算額）

一部異なる

・自動車等交通用具利用者
（２キロ以上で距離に応じて）
　　 　　　4,000円～31,600円

・貸家等を借受け、
16,000円
を超える家賃を支払って
いる

一部異なる

200円／件

支給実績

6,500円

280,368

・一般職給料表8級相当

・一般職給料表７級相当以下

病原性微生物の検査、培養等の
業務又は有害、有毒な物質を取
り扱う検査業務

用地取得等の折衝業務に従事する
職員

5,500円

地上又は水面上５m以上の足場
の不安定な箇所で行う作業

291,729

内容及び支給単価

支給実績

１人当たり平均支給年額

坑内で行う作業

用地取得等の折衝業務に
従事する職員の特殊勤務
手当

事業に必要な土地等の取得又は
これに伴う損失の補償に関して
行う折衝業務
建築物等の移転又は除去に関し
て行う折衝業務

有害物を取り扱う職員

高所・坑内で作業する職
員の特殊勤務手当

不登校児童・生徒等に対
する訪問指導業務に従事
する職員の特殊勤務手当

不登校児童、生徒等の指導業務

・3,000円～12,000円

・2,000円～31,600円

国の制度
との異同

管理職員特別勤
務手当

１人当たり平均支給年額

有害物を取り扱う業務に
従事する職員の特殊勤務
手当

861,183

959,914

- 

250円／日

一部異なる

１人当たり平均支給年額

255,112

3,962

円

円

市の制度と異
なる国の内容

178,329

千円

千円

5,000円

250円／日

　1,000円／回
深夜の場合

　1,500円／回

円

292,343

500円／日

67千円

- 

103千円

円

円

10,000円

（2022年度（令和4年度）決算）

（2022年度（令和4年度）決算）

（2021年度（令和3年度）決算）

（2021年度（令和3年度）決算）

（2022年度（令和4年度）決算）

（2023年（令和5年）4月１日現在）

7



特地勤務手当

初任給調整手当

５　特別職の報酬等の状況

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

月分

月分

月分

　　（算定方式） （1期の手当額） 　（支給時期）

円 退職又は任期満了時

円 退職又は任期満了時

（注）１　給料の欄の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。

      ２　退職手当の欄の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき1期（4年＝48月）勤めた場合

      　　における退職手当の見込額です。

635,000

議　員

報
酬

市　長

議　長

議　員

期
末
手
当

退
職
手
当 副市長

副議長

市　長

14,031,840

円

1,206,0001,120,000

医師，医系技官等
17,400円～414,800円

・医師　190,500～288,600円
・獣医師　1,000～10,000円

・市立高校に勤務する教育
職員に対し、8,000円の範囲
内で支給

・基礎額　　　　　　　30,000円

単身赴任をする職員に支給

712,909

84,3883,291－

異なる

副市長

市　長

義務教育等教員
特別手当

区　　　分

－

副議長

副市長

　給料月額×年数×82/100＋給料月額×月数×41/100

　給料月額×年数×82/100＋給料月額×月数×246/1000

千円

千円単身赴任手当

・（給料＋扶養手当）×支給率
　走島6%、加茂2%、内浦2%

円

696,000

千円

給　　　　料　　　月　　　額　　　等

異なる

千円

同　じ

・加算額 8,000円～70,000円

930,000

給
料

25,715,200

685,000

765,000

・手当基礎額×支給率
　　4％～25％

4.4

議　長

94

475,000

15,684

504,000

（参考）類似団体における最高／最低額

748,000

974,000

707,000

584,000

700,000

827,000

円

4.4

4.4

94,482 円

465,000930

2023年度（令和5年度）支給割合

2023年度（令和5年度）支給割合

（2023年（令和5年）4月１日現在）

2023年度（令和5年度）支給割合
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６　職員数の状況
　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

0

・システム標準化対応
・備後圏域連携

・体制見直し

490 494

2,733

316

2,735

953974

▲ 4

▲ 1

・体制見直し

・体制見直し

108

344

教育部門

労　　働

農林水産

774

17

　　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門
（令和5年）

2,241

＜参考＞
人口1万当たり職員数　59.32人
（中核市の人口1万当たり職員数　64.88人）

＜参考＞
人口1万当たり職員数　48.69人
（中核市の人口1万当たり職員数　47.28人）

14

▲ 2

・子ども子育て支援関連
・体制見直し

2

・病院体制充実

小　　計

下 水 道

合　　計

そ の 他

1,354

191

公
営
企
業
等
会
計
部
門

水　　道

病　　院

税　　務

81

4,087

[ 4,194 ]

155

普
通
会
計
部
門

小　　計

土　　木

計

商　　工

総　　務

民　　生

・体制見直し
48 ▲ 1

159 ▲ 4

47

0

92

・体制見直し

0

788

一
般
行
政
部
門

衛　　生

2023年

▲ 11

91

333

315

2,243

▲ 1

21

1

・体制見直し

14

▲ 3

16

[ 4,184 ]

4,073 ＜参考＞
人口1万当たり職員数　88.72人

1,338

82

109

▲ 1

・体制見直し

194

[ 10 ]

・システム再構築終了
・体制見直し

・体制見直し

議　　会

職 員 数
対前年
増減数

2022年

4492

（令和4年）

496

017

主 な 増 減 理 由
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(2) 年齢別職員構成の状況

　

(3) 職員数の推移 （単位 ： 人・％）

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

７　公営企業職員の状況
(1) 水道事業、工業用水道事業及び下水道事業
① 職員給与費の状況
ア　決算

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含みません。それぞれの事業にかかる額は次のとおりです。

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

　　　２　職員数は、2023年（令和5年）3月31日現在の人数です。また，任期付短時間勤務職員（再任用職員）
　　　 　（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含みません。
　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれていますが、
　　　　　会計年度任用職員の給与費は含まれていません。　　

6,106千円 5,936千円下水道事業 82人 317,424千円 53,516千円 129,713千円 500,653千円

6,018千円

令和4年度 工業用水道事業 34人 143,348千円 28,702千円 61,058千円 6,260千円

給与費Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

2022年度 水道事業 111人 417,471千円 62,523千円 5,853千円

区　　分
一人当たり

233,108千円 6,856千円

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　計　　　Ｂ

169,636千円 649,630千円

下水道事業 312,137千円

下水道事業 10,361,480千円 1,317,744千円

職員数 給                      与                     費 市町村平均

Ｂ　

3.6%

水道事業 307,946千円

工業用水道事業 56,839千円

10.5%工業用水道事業 2,366,138千円

2022年度 水道事業

342,923千円 3.3%

Ｂ／Ａ

7,170,376千円 1,210,854千円 550,367千円 7.7%

令和4年度 612,668千円 254,486千円 10.8%

（参考）

2,243

過去5年間の
増減数（率）

(△0.2%)2,241 △ 4

(△9.9%)

104人375人

職員給与費
総費用に占める

区　　分
総費用 純損益又は

実質収支

8.5%

職員給与費比率
の総費用に占める職員

給与費比率
Ａ  

28歳

～

20歳

～

24歳

～

(5.4%)

44歳

△ 58

544

2,791

490

2,735

△ 54

2,7332,728

未満

1,354

114,0874,073

一般行政

4,076

1,316

556 501

2,247

549

（平成30年）

2018年

455人

35歳

533人212人

2020年

（平成31年）

職員数

区　分
36歳20歳

23歳

2021年

593人

27歳 47歳

　　　　　　　　　　　年度
部門別

69

364人

39歳

～

31歳

6人

2,237

494

2,236

(令和3年)

1,338

2023年

459人

～

369人

1,321

～

43歳

～ ～～

(令和5年)

262人

2019年

48歳 56歳

(令和2年)

～

355人

32歳 40歳

2022年

4,087人

51歳

52歳

59歳55歳

60歳
計

教育

(令和4年)

2,227

総合計 4,105

1,313

普通会計計

1,285

2,792

4,102

公営企業等会計計

2,786

4,049

以上

(△2.1%)

(0.3%)

0

2

4

6

8

10

12

14

16
構成比

５年前の構成比

%

（2023年（令和5年）4月１日現在）

（2021年度（令和3年度））

10



イ　 特記事項

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

　　　２　平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出しています。

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・職務の級による加算　5%～20% ・職務の級による加算　5%～20%

（注）・1人当たり平均支給額は、全事業職員の平均額です。

　　　・支給割合の（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当

（支給率） 　　自己都合 応募認定・定年 （支給率） 　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置として、2％～45％を加算 　定年前早期退職特例措置として、2％～45％を加算

（退職時特別昇給　　　　　　　　なし　　　　　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　　　なし　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、2022年度（令和4年度）に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当

支給実績 千円

１人当たり平均支給年額 円

％ 人

％ 人

（注）全事業職員に対する支給実績及び1人当たり平均支給年額です。

東京都特別区 20.0 2 20.0 ％

広島市 10.0 － 10.0 ％

12,407 13,807

1,535

767,523

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般職の制度（支給率）

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.709 47.709 47.709 47.709

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

(1.35) (0.95) (1.35) (0.95)

福山市（水道事業、工業用水道事業、下水道事業） 福　山　市

１人当たり平均支給額

1,588 千円 1,432千円

2.40 2.00 2.40 2.00

福山市（一般行政職） 40.9 327,566 513,116

福山市（水道事業、工業用水道事業、下水道事業） 福　山　市

下水道事業
福山市 41.8 346,680 521,901

団体平均 44.3 330,766 493,186

工業用水道事業
福山市 46.4 376,530 571,342

団体平均 46.3 344,441 521,657

水道事業
福山市 40.3 333,342 496,931

団体平均 45.7 335,310 500,619

福山市の給与制度の総合的見直しに準じて、水道事業、工業用水道事業及び下水道事業においても、次のとおり
給与制度の総合的見直しを実施しました。
(給料表の改定実施時期)　2015年(平成27年)4月1日
(内容)　　　　　　　　　企業職給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均2％引下げ。
(その他の見直し内容)　　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。
　　　　　　　　　　　　(2015年(平成27年)4月1日実施)

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

（2023年（令和5年）4月１日現在）

（2022年度（令和4年度）） （2022年度（令和4年度））

2022年度（令和4年度）支給割合 2022年度（令和4年度）支給割合

（2023年（令和5年）4月１日現在）

（2022年度（令和4年度）決算）

（2022年度（令和4年度）決算）

（2023年（令和5年）4月１日現在）
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エ　特殊勤務手当

支給実績

１人当たり平均支給年額 円

職員全体に占める手当支給職員の割合 　％

手当の種類（手当数）

（注）・全事業職員に対する支給実績及び1人当たり平均支給年額です。

　　　・※１には福山市上下水道局と福山市の「併任職員に関する協定書」に基づく特殊勤務手当を含みます。

オ　時間外勤務手当

支給実績 千円

１人当たり平均支給年額 円

支給実績 千円

１人当たり平均支給年額 円

（注）　1　休日勤務手当及び夜間勤務手当を含んだ金額です。

　　　　2　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績(2022年度(令和4年度)決算)」と同じ年度の

　　　　　 4月1日現在の総職員数(管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。)であり、

　　　　　 短時間勤務職員を含みます。

カ　その他の手当

一般職に準ずる

一般職に準ずる

一般職に準ずる

一般職に準ずる

一般職に準ずる

一般職に準ずる 円管理職員特別勤務手当 同じ - 千円 -

円

単身赴任手当 同じ 744 千円 744,000 円

管理職手当 同じ 14,640 千円 861,176

円

通勤手当 同じ 18,172 千円 93,190 円

住居手当 同じ 23,464 千円 312,853

内容及び支給単価
一般職

の制度との
異同

一般職
の制度と

異なる内容

円扶養手当

235,632

同じ 33,547 千円 262,086

用地取得等の折衝業務に従事する
職員

手　当　名
支給実績 １人当たり平均支給年額

事業に必要な土地等の取得又は
これに伴う損失の補償に関して
行う折衝業務
建築物等の移転又は除去に関し
て行う折衝業務

　1,000円／日
深夜の場合
　1,500円／日

52,223

265,091

49,247

水中又は水上での作業

高圧電線、高熱物、爆発物取扱作
業に従事する職員

高圧電線、高熱物、爆発物を取
扱う作業又はこれらに近接して
行う作業

- 

防災業務手当 防災業務に従事する職員

職員の正規の勤務時間外に災害
が発生し、又は発生するおそれ
がある場合において非常招集に
応じて勤務したとき

　1,200円／回
深夜の場合
　1,500円／回

- 

用地取得等折衝業務手当

500円／日

危険手当

有害物質取扱作業に従事する職員 有害物質を取扱う作業

４時間以上
　250円／日
４時間未満
　150円／日

415千円
高所及び深所作業に従事する職員

地上5m以上の足場の不安定な高
所及び地下3m以上の深所での作
業

250円／日
（４時間以上従
事）

水中又は水上作業に従事する職員

415千円（※1）

-

死魚処理作業手当 死魚処理作業に従事する職員
施設内において死魚の処理作業
に従事したとき

500円／日 - 

受益者負担金等徴収業務
手当

下水道事業受益者負担金等徴収業
務に従事する職員

下水道事業受益者負担金等の徴
収業務に従事したとき

41,500

4.4

５種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
左記職員に

対する支給単価
支給実績

（2023年（令和5年）4月１日現在）

（2022年度（令和4年度）決算）

（2022年度（令和4年度）決算）

（2022年度（令和4年度））

（2022年度（令和4年度）決算）

（2022年度（令和4年度）決算）

（2021年度（令和3年度）決算）

（2021年度（令和3年度）決算）

（2023年（令和5年）4月１日現在）

（2022年度（令和4年度）決算）
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(2) 病院事業
① 職員給与費の状況
ア　決算

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

  ２　職員数は、2023年（令和5年）3月31日現在の人数です。

イ　 特記事項

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・職務の級による加算　5%～20% ・職務の級による加算　5%～20%

（注）・支給割合の（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

純損益又は
実質収支

職員給与費
総費用に占める （参考）

職員給与費比率
の総費用に占める職員

給与費比率
Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ

2022年度
20,693,970千円 925,067千円 9,317,362千円 45.0%

区　　分
総費用

44.5%
（令和4年度）

区　　分
職員数 給                      与                     費 一人当たり 市町村平均

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　計　　　Ｂ 給与費Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

2022年度
1,193 人 3,731,160千円 1,925,318千円 1,558,118千円 7,214,596千円 6,047千円 7,159千円

（令和4年度）

福山市の給与制度の総合的見直しに準じて、病院事業においても、次のとおり給与制度の総合的見直しを
実施しました。
(給料表の改定実施時期)　2015年(平成27年)4月1日
(内容)　　　　　　　　　企業職・看護職給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均2％引下げ。
(その他の見直し内容)　　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。
　　　　　　　　　　　　(2015年(平成27年)4月1日実施)

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

病院事業
福山市 39.6 322,056 543,404

団体平均 43.1 329,692 591,002

うち医師
福山市 40.6 511,239 1,201,529

団体平均 43.3 562,455 1,399,976

うち看護師
福山市 37.4 298,221 487,004

団体平均 41.3 298,127 489,372

うち事務職員
福山市 40.4 292,374 424,117

団体平均 46.3 322,023 503,394

福山市（一般行政職） 40.9 327,566 513,116

福山市（病院事業） 福　山　市

１人当たり平均支給額

1,306 千円 1,432千円

2.40 2.00 2.40 2.00

(1.35) (0.95) (1.35) (0.95)

（2021年度（令和3年度））

（2023年（令和5年）4月１日現在）

（2022年度（令和4年度）） （2022年度（令和4年度））

2022年度（令和4年度）支給割合 2022年度（令和4年度）支給割合
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イ　退職手当

（支給率） 　　自己都合 応募認定・定年 （支給率） 　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置として、2％～45％を加算 　定年前早期退職特例措置として、2％～45％を加算

（退職時特別昇給　　　　　　　　なし　　　　　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　　　なし　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、2022年度（令和4年度）に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当

支給実績 千円

１人当たり平均支給年額 円

％ 人

％ 人

％ 人

エ　特殊勤務手当

支給実績 千円

１人当たり平均支給年額 円

職員全体に占める手当支給職員の割合 　％

手当の種類（手当数）

福山市（病院事業） 福　山　市

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.709 47.709 47.709 47.709

1,918 13,807

154,011

837,014

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般職の制度（支給率）

東京都特別区 20.0 - 20.0 ％

広島市 10.0 - 10.0 ％

医師 16.0 182 16.0 ％

395,736

507,353

65.4

8種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
左記職員に

対する支給単価
支給実績

医師時間外業務手当
医師及び歯科医師
(管理職のみ)

正規の勤務時間外における救急
等の業務

4,000円／時間

395,736千
円

緊急外来支援手当
医師及び歯科医師
(宿日直勤務中の者を除く)

正規の勤務時間外において、救
急の呼出しを受けて行われる診
療等の業務

5,000円／件

救命救急勤務手当
医師
(救命救急センター救急科の医師
及び同センター長)

正規の勤務時間を土日・休日又
は1回の勤務時間を15時間30分
に割り振られた場合の勤務にお
いて行われる救急等の業務

5,000円／日

分べん業務手当 医師 分べん業務 10,000円／件

往診手当 医師 患家への往診

勤務時間内
　1,000円／戸
勤務時間外
　2,000円／戸

看護師深夜手当 助産師及び看護師
正規の勤務時間による勤務の一
部又は全部が深夜において行わ
れる看護等の業務

深夜の全部
　7,300円／回
4時間以上
　3,800円／回
2時間以上4時間
未満
　3,400円／回
2時間未満
　2,500円／回

死亡人処置搬送手当 職員 死亡人の処置又は搬送の業務 1,000円／件

放射線取扱手当
職員
(医師、歯科医師及び看護師を除
く)

エックス線その他の放射線を人
体に対して照射する業務(撮影
を含む)及びその補助業務

200円／日

（2023年（令和5年）4月１日現在）

（2023年（令和5年）4月１日現在）

（2022年度（令和4年度）決算）

（2022年度（令和4年度）決算）

（2023年（令和5年）4月１日現在）

（2022年度（令和4年度）決算）

（2022年度（令和4年度）決算）

（2022年度（令和4年度））
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オ　時間外勤務手当

支給実績 千円

１人当たり平均支給年額 円

支給実績 千円

１人当たり平均支給年額 円

（注）　1　休日勤務手当及び夜間勤務手当を含んだ金額です。

　　　　2　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績(2022年度(令和4年度)決算)」と同じ年度の

　　　　　 4月1日現在の総職員数(管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。)であり、

　　　　　 短時間勤務職員を含む。

カ　その他の手当

一般職に準ずる

一般職に準ずる

一般職に準ずる

一般職に準ずる

一般職に準ずる

一般職に準ずる

支給実績

488,468

540,939

528,951

497,134

内容及び支給単価
一般職

の制度との
異同

一般職
の制度と

異なる内容
手　当　名 １人当たり平均支給年

額

236,253 円

円

扶養手当 同じ 84,815 千円

同じ 81,291 千円 84,239

78,881 千円 273,892

円

住居手当 同じ

管理職手当 同じ 99,062 千円 846,684

通勤手当

円

円

円

管理職特別勤務手当 同じ -        千円 -            

千円

同じ -        千円 -            

440,190

宿日直手当

・医師　　　21,000円
            24,000円
・医師以外　 7,400円
　　　　　　 8,400円

異なる
医師
 21,000円
 24,000円

102,864

千円

380,978 円

単身赴任手当

2,392,340 円初任給調整手当
・医師　190,500円～
　　　　　328,600円

同じ

（2022年度（令和4年度）決算）

（2022年度（令和4年度）決算）

（2021年度（令和3年度）決算）

（2021年度（令和3年度）決算）

（2023年（令和5年）4月１日現在）

（2022年度（令和4年度）決算）

15


